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株主の皆様へ
第3次中期経営計画の最終年度となる当期は、依然として新型コロナウイルス感染症が私た

ちの生活や社会に影響を与えた1年となりましたが、売上・各利益ともに過去最高で締めくく
ることができました。

 
昨今働き方の多様化により、企業はテレワーク対応や書類の電子化など、DX（デジタルトラ

ンスフォーメーション）に向けた業務改革を推し進めています。さらに、世界全体で増加傾向
にあるサイバー攻撃に対して、より一層セキュリティ対策を求められるようになりました。こ
の変革の時代において、当社はクラウドビジネスの創出とセキュリティサービスの提供に注力
し、企業の皆様が滞りなく活動していただけるよう支援を行ってまいりました。
農林水産省の電子申請案件においては、当社が基盤となる技術の開発及び職員向け電子申請

作成の教育研修を行い、同省の行政手続きの電子化に貢献いたしました。次期自治体情報セキ
ュリティクラウドは10県を落札し、334の団体・市町村のセキュリティ対策を支援しておりま
す。本件においては、2022年3月18日にメール中継システムを不正に利用されるインシデン
トが発生いたしました。お客様をはじめ多くの関係者の皆様に多大なるご心配とご迷惑をおか
けしましたことをお詫び申し上げます。

 
2022年4月4日より当社はプライム市場へ移行をいたしました。これに伴い、改訂されたコ
ーポレートガバナンス・コードのもと、新たにサステナビリティ基本方針の策定と6つのマテリ
アリティ（重要課題）を特定しました。また、より高い水準のガバナンスの実現及び多様性の
観点から、新しく社外取締役3名をお迎えいたしました。今後も社会の期待に応え、企業価値
を高められるよう積極的に取り組んでまいります。

 
株主の皆様におかれましては、変わらぬご理解ご支援を賜りますよう、引き続きよろしくお

願い申し上げます。

代表取締役社長 CEO

第3次中期経営計画の最終年度は、
売上・各利益ともに過去最高で着地
企業ＤＸやデジタルガバメント案件で大幅伸張
クラウドとセキュリティ技術を活用し、
お客様のビジネス成長を支援してまいります。
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売上高・各利益ともに過去最高、2018年度から約2倍に急成長

最重要経営指標である営業利益43億円も大幅に達成し51.5億円で着地
ROEも目標を大きく超えて18.5％へ

ソフトバンクグループの戦略的SIerとしてソフトバンク㈱向けビジネスに 
加え、農林水産省や自治体向けの公共ビジネスが大幅に拡大

第3次中期経営計画の最終年度である2022年3月期は、連結売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当
期純利益において、過去最高を達成することができました。
クラウドベースのサービスを提供するビジネスITソリューション及びコーポレートITソリューションでは、2021

年3月期に受注した政府DXにおける農林水産省向け電子申請基盤の追加開発及び運用案件が順調に進捗、大手法人
向けのクラウドシステム開発も伸長、次期自治体情報セキュリティクラウドの構築・移行案件の受注等により、増収
増益となりました。オンプレミス環境のソリューションを提供するテクニカルソリューションでは、ソフトバンク㈱
のIT領域におけるベンダーマネジメント案件及びシステム構築案件により増収増益となりました。ECソリューショ
ンでは、当期より「収益認識に関する会計基準」の影響がありますが、期初想定どおりに推移しました。

第3次中期経営計画の3年間で、売上高・各利益ともに約2倍に成長しました。特に、最重要経営指標として定めてい
た営業利益43億円は大きく上振れ、51.5億円で着地することができました。その期間、ソフトバンクグループの戦略
的SIerとしてソフトバンク㈱向けビジネスを推進したほか、中央省庁・地方自治体に向けたクラウドビジネスも順調
に拡大し、新たな収益基盤を確立することで事業ポートフォリオを変化させてきました。
第3次中期経営計画で培ってきた成果や事業基盤を踏まえて、今後の更なる成長につなげたいと考えております。

業績概況

第3次中期経営計画を振り返って

※1   2022年3月期の期首より「収益認識に関する会計基準」等の適用に伴う影響があります。売上高の実績については、主要な基準差異（EC売上の純額表示）のみ
を考慮した未監査の参考値を記載しております。

※2  投資有価証券売却益の影響額を表しております。
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第3次から第4次中期経営計画へ

第4次中期経営計画の重点領域第3次中期経営計画の成果営業利益推移
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第3次中期経営計画（FY21実績）

営業利益 ： 51.5億円

クラウド・セキュリティ＆サービス※ ： 327億円

営業利益率 ： 7.8%

重点テーマとその成果

第3次中期経営計画では、ICT技術を活用した業務効率化、
お客様の事業成長や新たな価値創出による生産性向上な
ど、お客様のDX推進に注力してまいりました。導入コンサル
ティングから運用までのサポートだけでなく、導入後の活
用を見据えた社員のIT教育支援についても取り組んでまい
りました。
その結果、売上・営業利益ともに2018年度から約2倍に
急成長し、最重要経営指標である営業利益43億円も大幅
に達成しました。

企業のDX化を支援する4領域でサービス・プラットフォーム化を推進

日本企業の競争力強化に向け顧客に寄り添いDX化をフルサポート

データ集約・集積・活用コミュニケーションインフラ

セキュリティ

デジタルマーケティング

導入コンサル～運用まで
一気通貫でサポート

国内トップクラスの
クラウド導入実績

導入後の活用、
社員のIT教育サービス

● マネージドセキュリティサービス（MSS）
● iTrust（認証サービス）

コンサルティング 導入 マネージドサービス データ活用支援
IT教育サービス

サービスプロバイダーへの進化
● 次期自治体情報セキュリティクラウドを10県受注
● セキュリティコンサルティングから、設計・構築、運用監視、インシ
　デント発生時の対応まで、幅広いサービスをワンストップで提供

コンサルティング＆ビジネスITの創出
● 農林水産省の「農林水産省共通申請サービス（eMAFF）」の
開発に加え、オンライン化を行うための教育トレーニングも
提供。その結果、2年間で約3,000件ある行政手続きのうち、
約8割の2,500件超をオンライン化

※クラウド・セキュリティ＆サービス：現在のBIT/CITに相当

第4次中期経営計画目標

2023年3月期においては、生産性向上の取り組みとして構造改革を実施いたします。
この取り組みを経て、2025年3月期には飛躍的な成長を目指してまいります。

営業利益 ： 80億円

クラウド・セキュリティ＆サービス ： 500億円超

営業利益率 ： 9%台
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　社会の急速なデジタル化、新型コロナウイルスによる世の中の価値
観・生活様式の変化、脱炭素社会に向けた取り組み等、われわれを取り巻
く課題・変化は自国に留まらずグローバル化し、各種ステークホルダー
と協業しながらいかに課題に向き合っていくかが重要となっています。

　サステナビリティに対する当社の活動も、これまで培ってきた「クラ
ウド」「セキュリティ」の強みを活かすことが重要であると考えており
ます。例えば、電気効率の高いデータセンターを通じたクラウド活用を
推進することによる温室効果ガスの排出削減への貢献や、高度情報化
社会においてセキュリティ技術を提供することによる安定した社会基
盤への貢献等が検討でき、当社のマテリアリティとしても特定してい
るテーマとなります。

　「多様な働き方と挑める環境で先進技術と創造性を磨き、社会に新
しい価値を提供し続ける」をビジョンに掲げ、SBテクノロジーは、お客
様の事業を支援することによる社会的な課題への取り組みや、事業活
動及び企業活動を通じ持続可能な社会の実現を目指してまいります。

代表取締役社長 CEO

阿多 親市

ICTサービスの提供によるイノベーション創出で、 
お客様の価値創造に貢献します。

株主の期待に沿えるよう、 成長への挑戦を忘れず、 
透明で公正な情報開示をします。

国際規範や各種法令・ルールを遵守し、
誠実な事業活動を行います。

汚職や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗を防止し、
取引先との公正な取引関係を築きます。

従業員のやりがいと誇り、 個性がいかされ、性別や
年齢、 国籍等にとらわれない、 平等で多様性に富み、 
チャレンジできる環境を大切にします。

次世代育成、 情報セキュリティの強化、災害対策・
復興支援などを通じて、豊かな情報化社会の実現に
貢献します。

気候変動対応に向けて、 温室効果ガス排出量の削減
やエネルギー効率の向上、 水などの資源利用の削減及
び効率化、 生物多様性への配慮などに取り組みます。

CEOメッセージ

マテリアリティ

サステナビリティ基本方針

電気効率の高いデータセンターを通じたクラウド活用を推
進することによる、温室効果ガスの排出削減へ貢献します。

IoTやAIなどの先進技術を用いてDXを推進し、お客様のデー
タ利活用を通して本業へ貢献していきます。

複雑化するサイバー攻撃の脅威への対策となるセキュリ
ティ導入支援から、運用監視など企業や自治体への包括的
なセキュリティサービスを継続提供します。

農林水産省のデジタル化支援や生産者向け独自サービスを
通じ、国視点／生産者視点で直接／間接的に日本農業への
貢献を進めます。

テクノロジーの力を活用し、多様化したライフスタイルに合
う柔軟な働き方の実践へ貢献します。

当社ビジネスの付加価値の源泉は人財であると考え、挑め
る環境の組織風土醸成を目指し、積極的な人財採用と教育
投資を実施します。

クラウドを活用した、地球環境への貢献

高度セキュリティ技術の継続的な強化

先進技術による、 アクセシビリティ促進とデータ利活用推進

国の礎である「食」の安全確保に対する、 技術での貢献

社会のライフスタイル多様化に向けた貢献

成長を牽引する人的資本の拡充と、事業創出の仕組みの構築

サステナビリティ推進体制や、ESGデータ集、具体的な取り組みなどはホームページをご確認ください。
https://www.softbanktech.co.jp/corp/sustainability/

当社では、企業成長と持続可能な社会の実現に向け、サステナビリティを推進しております。
本特集では、新たに策定したサステナビリティの基本方針や特定した
6つのマテリアリティをご紹介します。

特集：サステナビリティ
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　当社は、マイクロソフトの製品に非
常に詳しく、幅広くSI事業を手がけるこ
とができ、経営層や現場社員ともに技
術に明るい人たちが集まっています。
阿多氏が代表取締役社長であることも
強みの一つと思っています。どのよう
な立場・状況においても最先端技術の
情報のキャッチを怠らず、トランスフ
ォームをして常に自分と会社をアップ
デートし続けているからです。そして、
様々な技術に関する知見やノウハウを
持っている社員が大勢在籍している当

社は、技術面においては“弱みなし”と言
えます。
　課題は、ビジネスモデルとしてSI一本
足打法では今後立ちいかなくなるとい
うことを、社員一人ひとりが自分ごと
にできるかどうかです。そのためには
多角的な視点を取り入れてマインドセ
ットを変えていく必要があります。会
社全体でトランスフォームしていける
よう支援してまいります。

　私が社会人になったのは男女雇用機
会均等法が施行される１年前の1985年
です。縁あって電機メーカーに入社しま
したが、女性が非常に少なく、まさに男
性社会でした。何かと発言のしにくい暗
黙のプレッシャーがありましたが、“ハ
ンデがあるのならメリットがあっても
いいはず”という意思を持ち、積極的に
事業に参画し、プレッシャーを跳ね除け
ながら働いてきました。その経験を活か
しフラットな目で見て、社員の意見を拾
い上げ発信していけたらと思っており

ます。
　当社は阿多社長のリーダーシップが
素晴らしく、経営層の方々が立案されて
いる戦略も明確です。また、戦略に則っ
て活動する実行力も備わっています。そ
れぞれの社員がポジティブな姿勢と思
考で仕事に取り組んでおり、スピード感
と躍動感もあります。これは会社が大き
く成長するためには欠かせない要素で
す。成長の過程を確認し、必要に応じて
提案や発信をしながら成長促進に貢献
したいと思います。

　私が新卒入社した企業は当時社員数
200人程でしたが、約30年で1万人を超
える大企業に飛躍的に成長しました。こ
のような経験ができたのはIT業界なら
ではで、ITは今後も成長が見込まれる分
野です。当社も飛躍的な成長を目指す会
社ですので、その目標を着実に実行でき
るよう支えたいと思います。
　当社の印象は意思決定のスピードが早
いということです。会議運営も非常に効
率的で、決められた時間の中で活発な議
論を行っていると感じます。持続的な企

業価値向上を目指してESG経営という観
点で、助言をしていきたいと思います。
　たとえば、国内では、少子化による人口
減少が重要な社会課題になっており、
この課題解決のために、「働き方改革」
や「ダイバーシティ」などに取り組む企
業が急増しています。ただ、ダイバーシ
ティの一部のKPIである女性比率を見る
と現時点で当社はIT業界としては低い
と感じています。女性取締役としてダイ
バーシティの推進にも積極的に協力し
てまいります。

プロフィール

生命保険のIT子会社勤務を経て、1997年
にマイクロソフト（現・日本マイクロソフト
㈱）へ入社。情報共有系コンサルタントやプ
リセールスSE、最新のITテクノロジーに関す
る情報発信の役割を担う。2006年よりマ
ネジメントに職掌を転換。2011年にマイク
ロソフトテクノロジーセンター長に就任。
2015年にはサイバー犯罪に関する対応チ
ームにも参加。2018年6月より業務執行
役員に就任。2020年に退社し独立。2022
年1月より当社顧問就任。

プロフィール

2014年に沖電気工業㈱にて、女性初
の本部長、2017年に執行役員、2020
年常務執行役員に就任、営業・商品企
画等を担当。組織の持続的な成長とい
う観点で、多様性を理解し様々な立
場・意見を受け入れる柔軟さの必要性
について企業内セミナーなど幅広く
活動。2021年4月にOKIクロステック
㈱取締役常務執行役就任。2021年7
月より当社顧問就任。

プロフィール

SEとして活躍され、2007年に日立シス
テムエンジニアリング㈱（現 ㈱日立ソリ
ューションズ）初の女性本部長、2011年
には日立グループとして初の女性執行役
員に就任。2019年4月からは同社チー
フ・ダイバーシティ・オフィサーに就任。
2021年3月に㈱日立ソリューションズ
退任。2020年7月に森永乳業㈱社外取締
役就任。2021年7月に㈱ヤシマキザイ社
外取締役就任。2021年7月より当社顧問
就任。

　IT業界の最重要資産は人です。優秀な
人財が集まる企業になることが、持続
的な成長につながります。人が集まる
魅力的な企業とは、働き甲斐があり、働
きやすい企業です。そのための、ダイバ
ーシティ推進です。
　ダイバーシティとは、属性（年齢、国
籍、性別など）、事情（育児、介護、看護な
ど）、経験（業界、業務など）の多様な人
たちがそれぞれの強みを最大限に発揮
して組織としてパワーを発揮すること

であり、イノベーションの源泉にもな
ります。
　多様な社員が、やりがいを持って安
心して仕事を続けることができる魅力
的な企業にしていけるようサポートし
ていきたいと思います。

　私はずっとマーケティングの仕事をし
てきましたので、当社が新たに提供しよ
うとしているサービスやシステムが、正
しいプロセスで正しい検討がされたのか
どうか、本当にその市場のお客様が求め
る物事に合致しているのかどうかをチェ
ックしていきたいと思っています。世の
中でイノベーションやDX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）と言われている
ものは、お客様の要望に誠実に応えてい
くことであり、そうすることによって初

めてイノベーションやDXが完成するの
だと思います。当社が取り組もうとして
いることが、世の中のニーズやお客様の
声にきちんと応えられるものなのかを見
極めてまいります。
　社員一人ひとりのパワーと躍動感、そ
して前進する推進力があれば、会社とし
ても事業としても大きく成長していけ
ると思いますので、更なる成長に寄与で
きるようしっかりとサポートしていく所
存です。

　私に期待されていることは「テクノロ
ジー」と「グローバルマインド」だと思っ
ています。
　テクノロジーに関しては、常に最新の
ものを意識しておく必要があります。最
新のテクノロジー情報に対して興味を持
ち続けることが大事です。その情報源が
私の場合もあれば、当社の内部の人の場
合もあるというふうに、シナジー効果を
生んでいければと思っています。
　グローバルに関しては、マイクロソフト

在職中に培ったグローバルな視点をイン
ストールしていけたらと考えています。
ICTビジネスは世界につながっています。
ICTがつながっているところは、我々の商
材があるところであり、ビジネスチャンス
があるところであり、アイディアが潜んで
いる可能性があるところです。思考やマ
インドを国内という型にはめて視界を狭
くすることは、機会損失につながります。
そうならないために、社員がグローバル
な視点を持てるよう貢献していきます。

コーポレート・ガバナンスの強化として、新たに3名の社外取締役をお迎えしました。
本特集では、「当社の印象や課題」、「ご自身の経験を踏まえた社外取締役としての役割」につ
いてお話を伺いました。

特集：社外取締役インタビュー

ダイバーシティを推進し、女性の活躍を応援

人財が集まる多様性に富んだ魅力的な会社づくりをサポート

フラットな視点で会社の成長促進に貢献

イノベーションやDXの完成は、お客様の声に応えること

会社全体のトランスフォームを支援

最新テクノロジーの情報とグローバルマインドをインプット
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数字で分かるSBT

334
億円

（全体の51%）

大手企業・官公庁
19
億円

個人向けEC

307
億円

SBグループ

セグメント別売上高

49.7%

BIT+CIT構成比率
拡大に注力していますBIT

122億円

ビジネスITソリューション

CIT

207億円

コーポレートITソリューション

EC

41億円

ECソリューション

TS

292億円

テクニカルソリューション

顧客別売上高（2016年度） 顧客別売上高（2021年度）

大手企業・官公庁、グループ向けが
大きく成長しています

テレワーク実施率

約75%

社員数（連結） 男女構成 資格保有者

男女問わず、意欲と能力のある
社員が数多く活躍しています

お客様のDX支援に必要な
スキルを身に着けるため、
資格取得支援を行っています

※2022年3月末時点のものです。2016年度の売上高は、「収益認識に関する会計基準」等の適用に伴う主要な基準差異（EC売上の純額表示）のみを考慮した未監査の参考値を
　記載しています。

※PMP：プロジェクト管理の国際標準資格
※CBAP：ビジネスアナリシスを体系的に習得

職種構成平均年齢

38.2歳

1,379人
男性 女性 123人

PMP

49人
CBAP

年代や社歴に関係なく
チャレンジできる環境を用意しています

企業として大きく成長することを目指し、
多様な人材を積極的に採用しています

働き方の選択が可能な
人事制度を導入しています

技術の会社なので技術職が多いですが、
営業部門と連携して付加価値の高い

サービスを提供しています

7
技術

2
営業

1
管理

： ：

社員をあらわす数字

会社をあらわす数字

157
億円

大手企業・官公庁

19
億円

個人向けEC

118
億円

SBグループ
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財務情報

決算期（年度） 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3 2022.3

売上高※1（百万円） 32,571 33,300 40,394 52,533 66,183
営業利益（百万円） 2,176 2,513 3,035 3,855 5,152
経常利益（百万円） 2,399 2,291 3,033 3,981 5,133
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,556 1,386 1,856 2,428 3,630
総資産※2（百万円） 26,171 27,492 32,486 38,798 44,365
純資産（百万円） 14,532 15,857 17,617 19,577 23,379
自己資本（百万円） 13,723 14,820 16,410 18,255 21,062
株主資本（百万円） 13,714 14,829 16,425 18,266 21,055
営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 3,077 2,784 3,329 1,900 400
投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △997 △1,092 △1,753 △2,410 △861
財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △548 △567 △477 329 △493
現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 7,606 8,728 9,826 9,648 8,701
売上高営業利益率（%） 6.7 7.5 7.5 7.3 7.8
売上高当期純利益率（%） 4.8 4.2 4.6 4.6 5.5
総資産経常利益率（ROA）（%） 9.1 8.5 10.1 11.2 12.3 
自己資本当期純利益率（ROE）（%） 11.8 9.7 11.9 14.0 18.5 
自己資本比率（%） 52.4 53.9 50.5 47.1 47.5
1株当たり当期純利益（円） 79.09 70.23 92.56 120.25 179.39
1株当たり純資産（円） 693.64 747.03 813.94 902.72 1,039.71
1株当たり配当金（円） 15 20 30 40 50
配当性向（%） 19.0 28.5 32.4 33.3 27.9

※1  2021年3月期以前の売上高は、 「収益認識に関する会計基準」等の適用に伴う主要な基準差異（EC売上の純額表示）のみを考慮した未監査の参考値を記載
※2 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を2019年3月期から適用

ROE
（%）

2022.3

18.5

2020.32019.32018.3

11.8

9.7

11.9

2021.3

14.0

2022.3

179.4

1株当たり当期純利益（EPS）
（円）

2021.3

120.3

2020.32019.32018.3

79.1
70.2

92.6

33.3

2022.3

27.9

20

20

50

32.4

1株当たり配当金／配当性向

19.0

28.5

配当性向（%）

1株当たり期末配当金（円）
1株当たり中間配当金（円）

2021.3

15

+10

15

40

15
20

2020.32019.32018.3

30
+10

+5

+10

　当社は、株主の皆様の利益を重要な経営方針の一つと位置付けており、企業体質の強化を図りながら、持続的な企業価値の
向上に努めております。株主の皆様への利益の還元策としては、配当による成果の配分を基本に考え、毎期の連結業績、投資
計画、手元資金の状況等を総合的に勘案しながら、安定的かつ継続的に配当を実施する方針です。また、当社は、中間配当及び
期末配当の年２回の剰余金の配当を実施する方針です。
　2022年3月期の連結業績におきましては、2022年１月27日公表の通期業績予想を上回り、親会社株主に帰属する当期純
利益が前年比49.5％増の3,630百万円を達成しました。つきましては、2022年3月期の年間配当金は前期と比較して10円
増配し、１株当たり50円（中間配当20円＋当期末配当30円）の普通配当といたします。

株主還元策について
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※記載されている会社名、ロゴ、製品名等は、それぞれ各社の商標または登録商標です。
※ 本紙では、「全ての人が読みやすいフォント」という基本的な考え方に基づくユニバー
サルデザイン書体（当社子会社のフォントワークス㈱開発）を使用しています。

Copyright © SB Technology Corp. All Rights Reserved.

ISMS認証登録範囲：
本社、芝大門、天王洲、大阪、名古屋、福岡

株主メモ
事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
配当金基準日 期末 3月31日

中間 9月30日
定時株主総会 毎年6月
株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社
同連絡先 みずほ信託銀行　証券代行部

〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）

特別口座管理機関
同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行　証券代行部
TEL.0120-232-711（フリーダイヤル）

上場取引所 東証プライム（コード番号 4726）
公告方法 電子公告により、当社ホームページに掲載いたします。ただ

し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
掲載ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
https://www.softbanktech.co.jp/

会社概要 （2022年3月31日現在）

商号 SBテクノロジー株式会社
本店所在地 東京都新宿区新宿六丁目27番30号
事業内容 ICTサービス事業
ホームページ https://www.softbanktech.co.jp/
資本金 1,254百万円
従業員数 連結1,379名

株式の状況 （2022年3月31日現在）

発行可能株式総数 85,121,600株
発行済株式の総数 22,742,800株
株主数 6,220名

取締役及び監査役 執行役員

役 員 （2022年6月20日現在）

代表取締役 阿多　親市
取締役 佐藤　光浩
取締役 岡崎　正明
取締役 金子　公彦
取締役（社外） 鈴木　茂男
取締役（社外） 宗像　義恵
取締役（社外） 富永　由加里
取締役（社外） 宮川　由香
取締役（社外） 澤　　円
常勤監査役（社外）上野　光正
監査役（社外） 廣瀨　治彦
監査役（社外） 中野　通明
監査役 内藤　隆志

最高経営責任者執行役員 阿多　親市
副社長執行役員 佐藤　光浩
常務執行役員 岡崎　正明
常務執行役員 喜多村　晃
常務執行役員 渡辺　真生
上席執行役員 正岡　聖一
執行役員 児玉　　崇
執行役員 青木　　誠
執行役員 宮澤　拓哉
執行役員 金澤　謙悟
執行役員 上原　郁磨

大株主 （2022年3月31日現在）

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

ソフトバンク株式会社 10,735,000 52.99

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,739,700 8.59

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,306,000 6.45

野村證券株式会社自己振替口 248,800 1.23

SBテクノロジー従業員持株会 245,709 1.21

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE UKAI 
AIF CLIENTS NONLENDING 10PCT 
TREATY ACCOUNT

200,000 0.99

佐藤　友一 180,400 0.89

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 133,900 0.66

山田　勝男 122,400 0.60

石川　憲和 115,600 0.57

※持株比率は自己株式（2,484,351株）を控除して計算しています。

お問合せ先 管理統括 経営企画本部
TEL 03-6892-3063
MAIL sbt-ir@tech.softbank.co.jp
住所 〒160-0022 東京都新宿区新宿六丁目27番30号 
 新宿イーストサイドスクエア 17階

当社の経営・IR活動の参考のために、ぜひご意見・ご感想をお聞かせください。
同封のハガキまたは以下URLよりご回答いただけます。

回答締切：2022年8月31日 右のQRコードからもアンケート画面へアクセスいただけます。

アクセスコードhttps://q.srdb.jp/ 4726

株主
アンケート
ご協力のお願い

所有者別持株比率 （2022年3月31日現在）

その他国内法人
47.43%

金融機関
14.92%

自己株式 10.92%

証券会社 3.04%

個人・その他
15.00%

外国個人 0.04%

外国法人 8.65%

会社情報・株式情報


